予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費　　　
	事業名　新慢性腎臓病（ＣＫＤ）予防対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　保健医療課　健康増進係　電話番号：058-272-1111（内2539 ）

E-mail：c1123@pref/gifu/lg.jp
１　事業費　　   ７１１千円（前年度予算額：１０６千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	　106
	　0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	106

	要求額
	711
	355
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	　356

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
岐阜県慢性腎臓病保健医療連携会議を柱として、岐阜県における慢性腎臓病（ＣＫＤ）（以下、「ＣＫＤ」という。）対策を効果的かつ有機的に推進するため、健康増進から発症予防、発症後の悪化防止など体系的な事業の展開を目指して、それぞれの組織や団体が独自に展開するＣＫＤ進展予防対策を推進し、生涯を通じたＣＫＤ予防に取り組んでいく。

（２）事業内容

①ＣＫＤに関する普及啓発
　②人材育成（保健指導従事者等の研修）

③地域における保健医療連携体制の推進（岐阜県医師会委託）

　④保健所による取り組み（保健・医療の連携体制の推進）
（３）県負担・補助率の考え方

　県としては、市町村だけではなく、全ての医療保険者においてＣＫＤ予防を目的とした健診や保健指導が受けられる体制を促進するなど、全ての県民がＣＫＤ予防の健診が受けられる体制を整えていく必要がある。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　　50
	 保健指導者研修会講師報償費

	旅費
	　 　114
	 講師旅費、保健所等業務旅費

	需用費
	      12
	 保健指導者研修会資料のコピー、消耗品等

	役務費
	      10
	 電話、郵送料

	委託料
	     505
	 医師会委託事業（ＣＫＤ予防保健医療連携事業）

	使用料及び賃借料
	  　　20
	 保健指導従事者研修会会場使用料

	合計
	711
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・第２次ヘルスプランぎふ２１（岐阜県健康増進計画）

　　　・第６期岐阜県保健医療計画　　　　　
（２）国・他県の状況

　　　腎疾患は、医療制度改革の目標である「平成２７年度に生活習慣病有病者・予備軍の２５％削減」のターゲットの疾患のひとつとされており、国は慢性腎臓病（ＣＫＤ）の発症・進展予防を喫緊の課題としている。
　　　厚生労働省健康局長通知「慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業について」
（３）事業主体及びその妥当性
地域における保健医療連携体制の推進を岐阜県医師会委託に委託するこ
とで、医師会の地域組織等を活用し、多くの医師に効率的・効果的に医療連
携マニュアル、医療連携パスを普及することができる。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　◯ＣＫＤに対する社会的認知度を高め、潜在的なＣＫＤ患者の発見に努めます。

◯特定健診等で発見されたＣＫＤ予備群の重症化予防のため、保健・医療等の関係機関の適切な保健指導が実施できる体制を図ります。

◯各圏域において医療連携体制を整えるとともに、ＣＫＤ医療連携パスの運用を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	特定健康診査に血清クレアチニンを導入している市町村数
	（H　）
	38
（H22）
	（H　）
	42
（H25）
	42
（継続）
	100.0％



	特定健康診査にて血清クレアチニンを基にしたeＧＦＲを導入している市町村数
	（H　）
	17
（H22）
	36
（H24）
	（H25）
	42
（H29）
	85.7％


	eＧＦＲに基づく保健指導を実施している市町村数
	（H　）
	16
（H22）
	34
（H24）
	（H25）
	42
（H29）
	81％


	ＣＫＤ医療連携パスの運用導入圏域数
	　0
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	５圏域
（H26）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	（1） ・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（2） 慢性腎臓病（ＣＫＤ）予防対策検討会の開催
（3） 慢性腎臓病（ＣＫＤ）の社会的認知度を高めるための普及啓発

　・県民への普及啓発（講演会の開催）　県民234名参加

　・ホームページ、市町村広報等による普及啓発

（4） 人材育成

　・保健従事者研修会4回（述べ199名参加）

（5） 岐阜県医師会委託事業
・岐阜県ＣＫＤ医療連携会議の設置

　・岐阜県ＣＫＤ医療連携マニュアル改訂

・岐阜県ＣＫＤ医療連携パスの作成、周知説明会


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

◯住民に対して講演会や普及啓発教材（リーフレット）の作成・配布により、

ＣＫＤやその予防の普及啓発を行った。

◯保健指導従事者の研修によりＣＫＤの認知度が高まり、全ての市町村にお

いてＣＤＫの指標を算出できる検査項目（クレアチニン）が特定検診項目に導入された。このことにより保健指導体制が整備された。
◯下呂市モデル事業（生涯を通じたＣＫＤ予防体制の整備、行政と医療機関
が連携した保健指導体制の構築）の取り組み結果を各市町村や保健所に報告し、各地域での取り組みを推進した。
◯岐阜県医師会委託事業により作成した「岐阜県ＣＫＤ医療連携マニュア
ル」、「岐阜県ＣＫＤ医療連携パス」を用いて医療連携の推進を図った結果、地域での医療連携のあり方について検討を始めた地域もある。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	年々増加傾向にあるＣＫＤは人工透析の予備群であり、生命や生活の質に重大な影響を与える疾患であるが、社会的認知度が低く、腎機能異常に気付いていない潜在的ＣＫＤ患者が多数存在すると推測される。そのため、ＣＫＤの社会的認知度を高め、保健・医療関係機関の連携によるＣＫＤの早期発見・予防に向けた取り組みを推進する必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	ＣＫＤ予防対策事業により、全ての市町村においてＣＫＤの指標

を算出できる検査項目（クレアチニン）が特定検診項目に導入された。また、このことにより保健指導体制が整備された。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△
	ＣＫＤ患者数の多さ、腎臓専門医の少なさを考えると、専門医療機関とかかりつけ医の連携が重要となる。今後は、各圏域において医療連携体制を整えるとともに、ＣＫＤ医療連携パスの運用を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県民のＣＫＤに対する認知度はまだまだ低く、今後は住民に最も身近な市町村が中心となり、県民への普及啓発の継続を実施していく必要がある。

県としては、市町村だけではなく、全ての医療保険者においてＣＫＤ予防を目的とした健診や保健指導が受けられる体制を促進するなど、全ての県民がＣＫＤ予防の健診が受けられる体制を整えていく必要がある。
医療については、地域の実情に適合したＣＫＤの診療体制を確保するため、

各医療圏域において効果的な医療連携体制を構築することが重要であるが、地域による取り組みに地域格差が生じている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　ＣＫＤ予防対策を強化していくために、ＣＫＤの発症、進展予防を目的とした健診や保健指導は重要である。地域や医療保険者による格差を縮小し、全ての県民がＣＫＤ予防の健診や、効果的な保健指導が受けられるよう、体制整備の必要性や、保健指導の知識・技術を獲得することを目的として保健従事者のスキルアップのための研修を継続する。
また、岐阜県ＣＫＤ保健医療連携会議を中心に、岐阜県におけるＣＫＤ対策を効果的かつ有機的に推進するため、健康増進から発症予防、発症後の悪化防止など体系的な事業の展開を目指して、それぞれの組織や団体が独自に展開するＣＫＤ進展予防対策を推進し、生涯を通じたＣＫＤ予防に取り組んでいく。


